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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに
本報では、（その１）の結果をもとに新潟県に地震
が発生した場合の地震被害予測を行う。
２．構造耐震指標２．構造耐震指標２．構造耐震指標２．構造耐震指標 IsIsIsIs値と被災度の関係値と被災度の関係値と被災度の関係値と被災度の関係
１９９５年兵庫県南部地震では、被災した RC 造
学校建築物の被害調査、耐震診断[1]が行われた。前
田ら[2] は、これら調査結果をもとに構造耐震指標 Is
値[3]と被災度[4]の関係について検討を行っており、図
-１に示すようにそれぞれ震度７地域、震度６以下地
域での Is値と被害率の関係を推定している。新潟県
の RC造学校建物においてもこの関係が当てはまる
ものとして被害率の推定を行った。
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図図図図----１１１１(a)(a)(a)(a)　震度７地域の被害確率　震度７地域の被害確率　震度７地域の被害確率　震度７地域の被害確率[2]
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図図図図----１１１１(b)(b)(b)(b)　震度６以下地域の被害確率　震度６以下地域の被害確率　震度６以下地域の被害確率　震度６以下地域の被害確率[2]

３．地震被害予測３．地震被害予測３．地震被害予測３．地震被害予測
本検討では、（その１）図-２補強前後 Is値分布に
示した新潟県で耐震診断が行われた RC造学校建築
物のうち、桁行きについて耐震補強計画がなされた
４９棟を対象とした。（その１）と同様に Is 値の分
布は対数正規分布で近似して用いた。
この Is値分布に対しても図-１に示した Is値と被
害率の関係が成立すると仮定し、被害確率を掛け合
わせることにより分布曲線を求めた。以上のように
して求めた補強前後の震度７、震度６以下地域の被
災度別の Is値分布曲線を図-２、３に示す。
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図図図図----２２２２(a)(a)(a)(a)　補強前の震度７地域での被害率　補強前の震度７地域での被害率　補強前の震度７地域での被害率　補強前の震度７地域での被害率
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　図　図　図　図----２２２２(b)(b)(b)(b)　補強前の震度６以下地域での被害率　補強前の震度６以下地域での被害率　補強前の震度６以下地域での被害率　補強前の震度６以下地域での被害率
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図図図図----３３３３(a)(a)(a)(a)　補強後の震度７地域での被害率　補強後の震度７地域での被害率　補強後の震度７地域での被害率　補強後の震度７地域での被害率

図図図図----３３３３(b)(b)(b)(b)　補強後の震度６以下地域での被害率　補強後の震度６以下地域での被害率　補強後の震度６以下地域での被害率　補強後の震度６以下地域での被害率
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図図図図----４４４４(a)(a)(a)(a)　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率
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図図図図----４４４４(b)(b)(b)(b)　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率

表表表表----１１１１(a)(a)(a)(a)　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率　補強前後の震度７地域被害率（％）（％）（％）（％）

　　　　
表表表表----１１１１(b)(b)(b)(b)　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率　補強前後の震度６以下地域被害率（％）（％）（％）（％）

次に、補強前、補強計画後について図-２、３の分
布曲線から各被災度区分別の被害率を求め図-４に
示す。また、各被災度別の被害率を表-1に示す。
図から、補強することにより被害確率が大幅に減少
しているのが分かる。震度７地域において７０％近く
まで中破があったものが２０％以下にまで下がって
おり、震度６以下地域においても、もともと低かった
被害確率がさらに低くなり、補強を行う事は大幅な被
害減少につながることがはっきりと分かる。
しかし、全体的被害確率が非常に大きくなってい
るが、これは県下全域が震度７、震度６としている
ためであること。この被害確率は耐震補強の対象と
なる建物に対してのものであることが考えられる。
実際の被害想定とするためには、地震動強さの分布、
すべても建物の Is値分布を推定する必要がある。

４．まとめ４．まとめ４．まとめ４．まとめ
RC学校建築物は、耐震補強により Is値を０.６以

上に底上げすれば、震度７地域、震度６以下地域と
も被害確率が減少し、十分に耐震性能が保証できる
と言える。
被害率の推定に用いた対象建物は、耐震補強の対
象となり補強計画が行われたものであり、また、す
べての建物が震度７地域、震度６以下地域である場
合の被害率である。このため実際の被害想定とする
ためには、地震動強さの分布や、すべての建物の Is
値分布を推定する必要がある。
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小破以下 中波（ Ｄ＜３０）中波（ Ｄ＞３０） 大破（ 倒壊）

補強前 32.5 28.8 14.5 24.2
補強後 81.4 13.6 1.6 3.4

小破以下 中波（ Ｄ＜３０） 　中波（ Ｄ＞３０） 以上

補強前 72.6 11.4 16
補強後 94.7 3.8 1.5


